
北海道告示第10944号

北海道が令和７年度において補助金等を交付する事務又は事業、補助対象経費、補助率等を次のとおり定める。

令和７年５月23日

北海道知事 鈴木 直道

（保健福祉部所管分 その10）

補助金等を交付する事 交付申請書に添 実績報告書に添 交付申請書の提 補助金等の交

務又は事業の名称及び 補 助 対 象 者 補 助 対 象 経 費 補 助 率 等 付すべき関係書 付すべき関係書 出部数、提出期 付に関する権 摘 要

その目的又は趣旨 類 類 限及び提出先 限の委任

北海道子どもの体験活動促 別記のとおり 補助対象者が行う体験活動の参 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部

進事業 加に要する経費のうち、次に掲げ 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す

体験機会に恵まれていな る経費 （寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日

い子どもに遊びや自然・文 (1) 交通費（公共交通機関等の運 の収入金がある 保福第１の20号様式 別に指示する書類 提 出 先 保健福祉部

化・芸術・スポーツ鑑賞と 賃のみ対象） ときは、補助金 保福第１の32号様式 子ども政策

いった体験の機会を提供す (2) 参加者が被った傷害及び賠償 等の額の算定に 別に指示する書類 局

る団体を支援し、成育環境 責任を負った場合に備えて加入 当たり、当該寄 子ども家庭

に関わらず、子どもが健や する保険料 附金その他の収 支援課

かに成長するために必要な (3) 入場料等（宿泊費含む） 入金の控除等を

遊びや体験の機会を確保す 行う。）

ることを目的とし、予算の

範囲内で補助する。

別紙２



別記

この補助金の交付の対象となる事業者は、（１）の要件をすべて満たしている（２）から（４）までの団体とする。

なお、法人格は問わない。

(1) 要件

ア 補助事業に子ども（18歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にある者をいい、北海道内に住所を有する者に限る。以下同じ。）が参加するにあたり、保護者の同意を得ており、かつ安

全が確保されるよう、大人の引率者の同行が可能な団体

イ 宗教活動、政治活動を行う団体ではないこと

ウ 活動内容が公序良俗に反する団体ではないこと

エ 団体の構成員に暴力団員等を含む団体や暴力団と密接な関係にある団体ではないこと

(2) 母子・父子福祉団体

北海道内に設置している、母子・父子福祉団体（母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法律第１２９号）第６条第６項に規定する母子・父子福祉団体、またはその会員等で構成する任

意団体（母子会等）を含む）。

(3) 体験機会に恵まれていない子ども等を支援している団体

北海道内に設置しており次の要件を全て満たしている団体。

ア ひとり親や養育者家庭、低所得子育て世帯等のほか、保護者の就業等により子どもだけで過ごす時間が長い子どもなど、何らかの支援を必要としている子どもを対象に、無償もしくは低廉

な料金で食事などの生活支援や学習支援などの支援事業を北海道内で実施している団体

イ アの事業開催の頻度が概ね月１回以上、令和７年５月23日現在で１年以上継続して実施している団体

ウ アの事業実施にあたり、子どもと接することができるスタッフが２名以上いる団体

(4) 知事が適当と認める団体


